
国連機関等の調達への日本企業の参入促進 令和元年５月
外 務 省

 国連をはじめとする国際機関の調達規模は約１８６億ドル（約２兆円）（2017年）
 そのうち，日本企業の調達総額は約１．７億ドルで全体の０．９１％（世界第３４位）

米国（１位），インド（２位），アラブ首長国連邦（３位），中国（２３位），韓国（２７位）

 日本企業が受注した主な分野は，自動車，医療器具，衣類，医薬品，運輸 など

国連機関における調達

 企業登録や入札書類作成，契約条件の交渉等を英語で行う必要がある
 物品・サービスの納入先が遠隔地の場合に輸送コストがかかる
 国連調達に関する企業側の認知度が低い など

日本企業の調達額増加に向けた課題

 国連ビジネス・セミナーの開催

平成２７年度から，国連ビジネスセミナーを毎年開催。主要な国際機関を招いて，日本企業に
対する説明会や個別商談会等を実施（今回は１３３社，２３０人以上が参加）。

 日本企業支援体制の整備

外務本省及び在外公館において，国連調達に関する日本企業支援体制を整備。日本企業に
対する情報提供，国際機関への働きかけ，トラブルに際しての照会等の支援を行っていく方針。

外務省の取組

日本企業の更なる参入に向けて，JETRO等及び関係省庁間で連携



国連調達に関する外務省の支援体制

企業

国連調達の手続きや入
札のノウハウを知りた

い

担当部局

調達に係るトラブル解
決を支援して欲しい

国際機関の調達担当者
と接点をつくりたい

国連企画調
整課

国際機関
主管課室
（場合により，地
域課が支援）

在外公館

（代表部含
む）

国連調達関連の情報を
共有してほしい

企業からの国連調達一般（入札ノウハウ・手続
等）に関する照会への回答

 ビジネスセミナー参加企業等への情報共有
国際機関駐日事務所への取りつなぎ

等

個別の国際機関に関する在外公館（国際機関代
表部含む）への橋渡し

国際機関との政策協議等の場を活用した，可能
な範囲での一般的働きかけ

スペック・イン方式を活用し，日本企業による調
達を見越した事業への拠出の検討
等

現地訪問する個別企業への情報提供（現地情勢
ブリーフ，国際機関のコンタクト先等の提供）

国際機関への一般的働きかけ

納入後の支払い遅延等のトラブルに関して国際
機関側に照会 等

（省内の国連調達支
援窓口）

（日本企業支援窓口，
代表部においては
各国際機関担当）等

（例：納入後の支払い遅延）

（注）本検討においては，国際連合その他の国際機関等の調
達を対象としているが，便宜上，「国連調達」ということとする。
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• 外務省は，大使館や国際機関代表部も活用して日本企業支援を行っています。

• 相談内容に応じ，各種情報提供，大使館や国際機関代表部の窓口のご案内，
国際機関側への照会等を行うことが可能です。
問い合わせ先はこちら→ 外務省総合外交政策局国連企画調整課 日本企業支援窓口（国連調達関係）

E-mail：un-procurement@mofa.go.jp

mailto:un-procurement@mofa.go.jp

